
健康経営優良法人認定事務局（日本経済新聞社）
メディアビジネス プロデュース部 部長 藤尾典篤

令和4年度 健康経営制度運営事業
（普及拡大と価値向上への取り組みご報告）



健康経営優良法人認定制度
公式ポータルサイト「ACTION!健康経営」
（6月27日 ローンチ）

取組む意欲を掻き立てる情報

・地域の取り組み（自治体等のインセンティブ情報）

メディア、セミナー等での普及拡大施策も収録
・イベント、セミナー情報リスト
・ACTION!セミナーin岐阜、長崎、北海道（レポート）
・実践レポート①②③④⑤⑥（健康経営 事例紹介）
・事例に学ぶACTION!セミナー 健康経営入門編（アーカイブ）
・健康経営促進のためのポスターデータ（ダウンロードコーナー）
・健康経営WEEK セッション ①②③④⑤
・5th Wall Aging Society Summit（WASS）抄録

申請認定に関する情報/申請認定の窓口機能

・健康経営度調査や申請書のダウンロード
・申請方法認定企業の発表、
・健康経営顕彰制度に関する情報
・過去の検証制度のフィードバック・シート
・認定企業の発表



健康経営優良法人申請開始前
の日経紙面、ウェビナー等
機運醸成活動

7月15日（金） 日本経済新聞朝刊全国版

当日広告視認者数 1,980,065人（調査推定値）

申請開始週を「健康経営WEEK2022」として、
5日間連続ウェブセミナーを開催

登壇者）日本電信電話 澤田純氏、日本航空 大海尚美氏
丸紅 野村優美氏、経済産業省 橋本泰輔氏
Zホールディングス 伊藤羊一氏、DeNA 平井孝幸氏
浅野製版所 新佐絵吏氏、東京大学 古井祐司氏
レオス・キャピタルワークス 藤野英人氏 計9名

8月10日、12日、13日、14日 日本経済新聞全国版で告知



2022年８月23日（火） 日本経済新聞朝刊全国版

当日広告視認者数 ２,033,065人（調査推定値）

健康経営優良法人申請受付期間の
日本経済新聞紙面でのPR活動

申請開始日8月22日 日本経済新聞朝刊全国版

申請期間中 8月27日、9月3日、24日
日本経済新聞朝刊全国版



健康経営優良法人のすそ野拡大にも
寄与するポータルサイト

「ACTION!健康経営」から
申請中（左下）と常時使えるポスターデータ（右下）
を自由にダウンロードしていただけるようにしました。



全国３地域（北海道・長崎・岐阜）でリアル開催 「ACTION！セミナー」

各会場とも熱気の溢れるセミナーとなりました。
健康経営顕彰制度、事例情報へのニーズとともに
健康経営に取り組む仲間や講師と
つながることが可能なリアルな場への期待を
強く感じるものとなりました。

北海道（11月2日） 長崎（11月8日） 岐阜（11月11日）

参加人数87名（申込 96名） 参加人数46名（申込 60名） 参加人数110名（申込123名）

告知は10月26日、27日、29日、11月2日、
3日、4日、5日に日本経済新聞地域版や
全国版で告知。岐阜新聞、長崎新聞など
にも掲載。



その他、国内向けのイベントなど

1月30日 日本経済新聞朝刊全国版

12月20日 ACTION!セミナー
（WEBセミナー）配信開始

「なぜ、いま『健康経営』なのか」
NPO法人健康経営研究会理事長 岡田邦夫氏
「健康経営で目指すパーパスの実現」
東京海上ホールディングス 常務執行役員
CHRO・CWO 北澤健一氏
「事例に学ぶ健康経営優良法人ブライト500選定
企業が取り組む健康経営」

toBeマーケティング 代表取締役CEO 小池智和氏
アイデアル 代表取締役社長 村尾茂昭氏
モデレーター 榎戸教子氏

「ACTION！健康経営」でも
集客告知

11月23日、26日 日本経済新聞朝刊全国版



労働市場での健康経営価値向上活動

大手人材サービスサイト 「マイナビ転職」にて
健康経営優良法人の特集ページを開設。
求人検索に「健康経営優良法人」認定企業軸を設置。
737社の参加を得ました。

3月1日付 日本経済新聞朝刊全国版 新卒採用特集
内でも人的資本経営の流れの中で「健康経営」が注目され
ていることを紹介。健康経営のフラグを新設し、
取り組む企業が自由に使用可能にしました。

３月1日 日本経済新聞朝刊全国版（第二部別刷）
マイナビの全国各地の就活イベントでも配布



海外での健康経営の価値向上活動

キヤノン、味の素、三井不動産、経済産業省
などの出演により日本の健康経営の魅力を英語
でアジア各国に放送（3月10日前後）

CNBC Asia 

欧米のトップマネジメント、海外投資家が
愛読する経済紙 フィナンシャル・タイムズでも
3月9日に日本の健康経営を紹介しました。

日本の健康経営の取り組みや意義を説明する英語番
組を制作、アジアの20の国で放送。
視聴可能世帯数は延べ13,200,000世帯。



1月31日内閣府令を受け
人的資本開示と健康経営
の関わりを改めて訴求

3月6日 日本経済新聞朝刊全国版

3月9日 日本経済新聞朝刊全国版

1月31日に発令された内閣府令の
施行により、上場企業が有価証券
報告書に人的資本、多様性に関す
る開示を義務付けられたことを受け、
緊急で人的資本開示と健康経営
の関りを有識者にインタビュー。
広く投資家が閲読する日本経済新
聞に掲載しました。

健康経営銘柄や健康経営優良法
人認定の前後の盛り上げ策として、
また、上場企業に次年度以降健康
経営に取り組むきっかけとしてもらうよ
う啓蒙活動を行いました。



健康経営優良法人認定発表前後の
話題喚起、注目施策

・
健康経営AWARD2023 開催！

3月9日にイイノホールにて、
健康経営銘柄と、健康経営優良法人認定企業の
表彰式典を3部構成で盛大に開催いたしました。

AWARD2023の模様は、ウェブ同時配信したほか
後日、アーカイブ配信、「ACTION!健康経営」でも
取り上げる予定です。

2月16日、23日、25日、27日
日本経済新聞朝刊全国版で告知 健康経営銘柄 プレゼンターとして、

SAMURAIBLUE（サッカー日本代表）監督 森保一 氏も来場

表彰式の模様 BSテレビ東京 日経ニュース プラス９でも報道



ご参考：AWARD2023 視聴者アンケート
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令和5年度の事業運営に活かしてまいりたいと思います。



健康経営優良法人認定発表前後の
話題喚起、注目施策

3月10日 健康経営銘柄 2頁
3月15日 健康経営優良法人（大規模法人部門） 4頁

日経産業新聞、日経MJでも各2頁
3月16日 健康経営優良法人（中小規模法人部門）4頁

過去最大級の健康経営特集を掲載。（一部、掲載日予定）

全銘柄、ホワイト500、ブライト500については
社名を全て掲載しました。

日本経済新聞全国版紙面で

現在、鋭意制作中

3月10日 日本経済新聞全国版「健康経営銘柄特集」



3月24日発売号

健康経営顕彰制度の特集が4頁で組まれます。

健康経営優良法人認定発表前後の
話題喚起、注目施策

現在、鋭意制作中

■地方紙・専門紙での話題喚起
3月10日∼17日、日本全国で下記の

地方紙や、地域経済紙、産業専門紙
にて、認定企業が掲載になる
「ACTION!健康経営」を紹介します。

①北海道新聞札幌本社版 ②新潟日報
③下野新聞 ④神奈川新聞 ⑤福井新聞
⑥山陽新聞 ⑦西日本新聞 ⑧南日本新聞
⑨琉球新報 ⑩河北新報 ⑪中国新聞
⑫信濃毎日新聞 ⑬静岡新聞
⑭日刊工業新聞 ⑮中部経済新聞 例） 3月10日 西日本新聞掲載



健康経営優良法人認定発表前後の
話題喚起、注目施策

「鈴木貴之の教えて！健康経営」 全5回放送

「GO！健康経営」全4回放送 「知っとる？健康経営」全4回放送

全国3地区の地方テレビ局で
1回3分尺の「健康経営」特番を
3月に毎週制作・放送。

その地域で知名度の高い出演者を迎え、
健康経営について事例も交えて解説。

それぞれの放送は
YOUTUBEでも視聴可能。



次年度以降、現在検討中の普及拡大に関する取り組み（一例）

■Action！健康経営のコンテンツ強化
・英文サイト制作
・健康経営に関する研究論文など一覧表の掲載
・事例集などダウンロード素材の充実

・自治体のインセンティブ施策、取り組み事例の増強、
投資家視点の健康経営の価値情報発信、各種メディアとの連携など
「健康経営のポータルサイト」に向けて更なる高みを目指します。

■地域セミナーなどでの交流の機会の創出

昨年好評であった地域セミナーの回数を増やすとともに
プログラムを見直し、相談会や交流会のような健康経営に取り組む参加者同士の
繋がりの場を創出します。併せて地方テレビ局などと組み、大規模な広報施策を
検討します。

■これから健康経営に取り組む担当者向け勉強会、
採用担当者・広報担当者向けのセミナーなどを実施

■健康経営の効果に関する分析と情報発信
■就労市場での更なる情報発信の強化
■統合報告書等での健康経営の取り上げ推進施策
■健康経営サービス提供事業者の質的向上施策
■健康経営に取り組む法人やステークホルダーと一緒にできる健康経営キャンペーンの構築
■海外情報発信の強化と国際的な評価指標、健康経営モデル輸出に関する研究
■各種健康経営に関する特集やイベントなどの強化 など

その他、

令和4年を超える普及拡大、質的向上施策を検討中です。


